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（１）令和６年度日向市国民健康保険事業特別会計の補正予算 

（３月 31日専決）について 

（２）日向市国民健康保険税条例の一部改正について 
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（１）令和６年度日向市国民健康保険特別会計の補正予算（３月３１日専決）について 

補正予算額 1,276千円 

当初予算額 構成比 補正額 増減率 補正後予算額 構成比

745,175 10.76 △ 84,000 △ 11.27 661,175 9.54

234,642 3.39 △ 24,000 △ 10.23 210,642 3.04

71,627 1.03 △ 12,000 △ 16.75 59,627 0.86

30,437 0.44 0.00 30,437 0.44

9,166 0.13 0.00 9,166 0.13

5,330 0.08 0.00 5,330 0.08

1,096,377 15.83 △ 120,000 △ 10.95 976,377 14.09

0 0.00 0.00 0 0.00

0 0.00 0.00 0 0.00

0 0.00 0.00 0 0.00

1 0.00 0.00 1 0.00

1 0.00 0.00 1 0.00

1 0.00 0.00 1 0.00

3 0.00 0 0.00 3 0.00

1,096,380 15.83 △ 120,000 △ 10.95 976,380 14.09

4 0.00 0.00 4 0.00

2 0.00 0.00 2 0.00

1,037 0.01 0.00 1,037 0.01

1 0.00 0.00 1 0.00

0 0.00 0.00 0 0.00

2,196 0.03 皆増 2,196 0.03

2,197 0.03 0 0.00 2,197 0.03

5,024,971 72.53 0.00 5,024,971 72.52

保険者努力支援分 32,415 0.47 0.00 32,415 0.47

特別調整交付金分 101,019 1.46 0.00 101,019 1.46

都 道 府 県 繰 入 金 21,494 0.31 0.00 21,494 0.31

特定健康診査等負担金 15,942 0.23 0.00 15,942 0.23

小　計 170,870 2.47 0 0.00 170,870 2.47

1 0.00 0.00 1 0.00

1 0.00 0.00 1 0.00

5,195,843 75.00 0 0.00 5,195,843 74.98

1 0.00 0.00 1 0.00

304 0.00 0.00 304 0.00

1 0.00 0.00 1 0.00

保 険 税 軽 減 分 259,126 3.74 0.00 259,126 3.74

保 険 者 支 援 分 135,125 1.95 0.00 135,125 1.95

小　計 394,251 5.69 0 0.00 394,251 5.69

99,618 1.44 0.00 99,618 1.44

10,000 0.14 0.00 10,000 0.14

100,732 1.45 0.00 100,732 1.45

2,269 0.03 0.00 2,269 0.03

672 0.01 0.00 672 0.01

0 0.00 0.00 0 0.00

607,542 8.77 0 0.00 607,542 8.77

1 0.00 120,000 12, 000, 000. 00 120,001 1.73

0 0.00 0.00 0 0.00

607,543 8.77 120,000 19.75 727,543 10.50

531 0.01 1,276 240.30 1,807 0.03

24,249 0.35 0.00 24,249 0.35

1 0.00 0.00 1 0.00

6,928,093 100.00 1,276 0.02 6,929,369 100.00歳　入　合　計

繰 越 金

諸 収 入

市 町 村 債

直 営 診 療 施 設 勘 定 繰 入 金

計

小　計

基 金 繰 入 金

産 前 産 後 保 険 料 分

そ の 他

財 政 安 定 化 支 援 事 業

未 就 学 児 均 等 割 分

職 員 給 与 費 等 ( 総 務 費 )

出 産 育 児 一 時 金 等

繰
入
金

一般会計
繰入金

保 険 基 盤 安 定

財 産 収 入

寄 付 金

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金

計

連 合 会 負 担 金

都
道
府
県
支
出
金

都 道 府 県
補 助 金

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

そ の 他 補 助 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国庫支出金

災 害 臨 時 特 例 補 助 金

出 産 育 児 一 時 金 臨 時 補 助 金

社 会 保 障 - 税 番 号 制 度 シ ス テ ム 整 備 費 等 補 助 金

計

介 護 納 付 金 滞 納 繰 越 分

小　計

計

一 部 負 担 金

分 担 金 及 び 負 担 金

退 職 分

医 療 給 付 費 現 年 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 現 年 分

介 護 納 付 金 現 年 分

医 療 給 付 費 滞 納 繰 越 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 滞 納 繰 越 分

介 護 納 付 金 滞 納 繰 越 分

小　計

後 期 高 齢 者 支 援 金 滞 納 繰 越 分

介 護 納 付 金 現 年 分

医 療 給 付 費 滞 納 繰 越 分

国
民
健
康
保
険
税

一 般 分

医 療 給 付 費 現 年 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 現 年 分

科　　　　　目
補正前 ３月31日専決補正

【　歳　入　】 （単位：千円・％）
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補正予算額 1,276千円 

当初予算額 構成比 補正額 増減率 補正後予算額 構成比

106,786 1.54 0 0.00 106,786 1.54

38,611 0.56 0.00 38,611 0.56

355 0.01 0.00 355 0.01

145,752 2.10 0 0.00 145,752 2.10

一 般 分 4,275,386 61.71 0.00 4,275,386 61.70

退 職 分 1 0.00 0.00 1 0.00

小　計 4,275,387 61.71 0 0.00 4,275,387 61.70

一 般 分 32,228 0.47 0.00 32,228 0.47

退 職 分 1 0.00 0.00 1 0.00

小　計 32,229 0.47 0 0.00 32,229 0.47

4,307,616 62.18 0 0.00 4,307,616 62.16

12,247 0.18 0.00 12,247 0.18

一 般 分 716,753 10.35 0.00 716,753 10.34

退 職 分 1 0.00 0.00 1 0.00

一 般 介 護 合 算 分 500 0.01 0.00 500 0.01

退 職 介 護 合 算 分 1 0.00 0.00 1 0.00

小　計 717,255 10.35 0 0.00 717,255 10.35

一 般 分 99 0.00 0.00 99 0.00

退 職 分 1 0.00 0.00 1 0.00

小　計 100 0.00 0 0.00 100 0.00

15,000 0.22 0.00 15,000 0.22

2,580 0.04 0.00 2,580 0.04

50 0.00 0.00 50 0.00

5,054,848 72.96 0 0.00 5,054,848 72.95

一 般 分 1,144,249 16.52 0.00 1,144,249 16.51

退 職 分 0 0.00 皆減 0 0.00

小　計 1,144,249 16.52 0 0.00 1,144,249 16.51

一 般 分 370,864 5.35 0.00 370,864 5.35

退 職 分 0 0.00 皆減 0 0.00

小　計 370,864 5.35 0 0.00 370,864 5.35

117,942 1.70 0.00 117,942 1.70

1,633,055 23.57 0 0.00 1,633,055 23.57

1 0.00 0.00 1 0.00

1 0.00 0.00 1 0.00

40,980 0.59 0.00 40,980 0.59

4,405 0.06 0.00 4,405 0.06

4,039 0.06 0.00 4,039 0.06

5,303 0.08 0.00 5,303 0.08

1 0.00 0.00 1 0.00

20,337 0.29 0.00 20,337 0.29

34,085 0.49 0 0.00 34,085 0.49

10,768 0.16 0.00 10,768 0.16

85,833 1.24 0 0.00 85,833 1.24

301 0.00 0.00 301 0.00

2 0.00 0.00 2 0.00

7,037 0.10 1,276 18.13 8,313 0.12

1,263 0.02 0.00 1,263 0.02

6,928,093 100.00 1,276 0.02 6,929,369 100.00歳　出　合　計

諸 支 出 金

予 備 費

積 立 金

公 債 費

特 別 総 合 保 健 事 業 費

計

医 療 費 適 正 化 対 策 費

小　計

保 健 対 策 費

高 額 療 養 費 貸 付 金

保
健
事
業
費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

保 健
事 業 費

保 健 衛 生 普 及 費

健 康 推 進 事 業 費

共 同 事 業 拠 出 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

介 護 納 付 金 分

計

傷 病 手 当 金

計

納

付

金

国

民

健

康

保

険

事

業

費

医 療 給 付 費 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

移 送 費

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 諸 費

高 額 療 養 費

療 養 費

計

保
険
給
付
費

療 養 諸 費

療 養 給 付 費

審 査 支 払 手 数 料

運 営 協 議 会 費

計

総
務
費

総 務 管 理 費

徴 税 費

科　　　　　目
補正前 ３月31日専決補正

【　歳　出　】 （単位：千円・％）
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（２）日向市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

【改正の理由】 

令和７年３月 31日に公布された「地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令

の一部を改正する政令」（令和７年政令第 119 号）の施行に伴い、日向市国民健康保険税条例の

一部を改正するもの。 

関係法令が令和７年３月３１日に公布、４月１日から施行されたことに伴い、地方自治法第

１７９条第１項の規定に基づき、専決処分を行った。 

 

【改正の主な内容】 

 

(１) 国民健康保険税の基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額の賦課限度額の引上げ 

（第２条第２項・第３項、第１７条第１項） 

① 基礎課税額の賦課限度額   

改正前 ６５万円 

改正後 ６６万円 

② 後期高齢者支援金等課税額の賦課限度額 

改正前 ２４万円 

改正後 ２６万円 

 

(２) 国民健康保険税の減額対象となる所得基準の見直し 

（第 17条第１項、同項第２号及び第３号） 

   ① ５割軽減 

    現 行 基準額 43万円＋29.5万円×（被保険者数及び特定同一世帯所属者数） 

＋10万円×（給与所得者等の数－1） 

    改正後 基準額 43万円＋30.5万円×（被保険者数及び特定同一世帯所属者数） 

＋10万円×（給与所得者等の数－1） 

② ２割軽減 

   現 行 基準額 43万円＋54.5万円×（被保険者数及び特定同一世帯所属者数） 

＋10万円×（給与所得者等の数－1） 

  改正後 基準額 43万円＋56万円×（被保険者数及び特定同一世帯所属者数） 

＋10万円×（給与所得者等の数－1） 

【施行日等】 

 （１）施行日  

令和７年４月１日から施行する。 

 （２）経過措置 

改正後の日向市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以降の年度分の国民健康 

   保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の 

  例による。 

 

 

 

 

 

 3



（３）令和７年度日向市国民健康保険税の税率について 

〇 令和７年度「国民健康保険税」税率算定の基礎データと国保の税率 

項 目     主な税率算定基礎データ (前年度比等) 備 考 

（１） 被保険者数 

（見込） 

（３月－２月平均） 

７年度被保険者数      10,725人 （ △5.39％） 

詳細はＰ６をご参照ください。 

５年度 

12,075人 

６年度 

11,336人 

② 世帯数 
（見込） 

（３月－２月平均） 

７年度世帯数        7,618世帯 ( △3.85％） 

５年度 

8,306世帯 

６年度 

7,923世帯 

③ 年間医療費の 

状況 

（６年度） 

全体費用額     5,334,885,475円 （ △4.25％） 
 

１人当たり費用額       470,614円 （  1.99％） 

 

詳細はＰ６をご参照ください。 

④ 年間医療費の 

状況 

（７年度見込） 

全体費用額     5,200,624,190円 （ △2.52％） 

 

１人当たり費用額       484,907円 （  3.04％) 

 

詳細はＰ６をご参照ください。 

⑤ 一人当たり医療費

の県内順位 

(６年３～９月) 

医療費の高い順に県内 26市町村中 12位 

（県内九市では５位） 

詳細はＰ７をご参照ください。 

県内 26市町村中 

４年度 15位 

５年度 13位 

⑥ ６年度決算見込 

 

６年度決算見込(令和６年４月 26日現在) 

歳入見込額                   6,603,083千円 

歳出見込額                   6,475,322千円 

決算剰余金                   127,761千円 

(基金積立      64,000千円)  

(次年度繰越金      63,761千円)  

 

詳細はＰ８～Ｐ９をご参照ください。 

６年度決算 

基金繰入（見込） 

120,000千円 

⑦ 国保基金保有額 

５年度末基金保有額         297,878千円 

５年度決算剰余金基金積立金      69,000千円 

６年度基金積立金(基金利息)         301千円 

６年度基金繰入金          △120,000千円 (見込) 

 ※６年度末基金保有額         247,179千円 (見込) 

 

６年度決算剰余金基金積立金       64,000千円 (見込) 

６年度決算後の基金保有額      311,179千円 (見込) 

 

詳細はＰ10をご参照ください。 
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⑧ ６年度 

保険税収納率の状況 

６年度実績・４月末現在（前年度比） 

■現年度分   一般 93.92％ （△0.31％） 

退職  －  

全体 93.92％ （△0.31％） 

■滞納繰越分  一般 21.70％ （△0.76％） 

退職  0.62％ (△11.63％)  

全体 21.67％ （△0.77％） 

５年度４月末 

（現年度分） 

一般 94.23％ 

退職 － 

全体 94.23％ 

（滞納繰越分） 

一般 22.46％ 

退職 12.25％ 

全体 22.44％ 

⑨被保険者の所得と 

固定資産の状況

（令和 7年 4月末現在） 

(申告所得の状況) 

課税標準額       5,713,085,743円(  7.86％) 

一人当たり額      511,192円( 13.55％) 

一世帯当たり額       727,967円( 12.00％) 

 

詳細はＰ14をご参照ください。 

 

(固定資産の状況) 

課税標準額         294,917,918円(△ 3.07％) 

一人当たり額        26,389円(   2.04％) 

一世帯当たり額       37,579円(   0.65％) 

 

詳細はＰ14をご参照ください。 

 

⑩ ７年度保険税率 

（税率据置の場合） 

・医療分 

・後期高齢者支援金分 

・介護分 

（医療分）  所得割 8.60％   均等割 21,600円 

資産割 11.00％   平等割 21,600円 

３つの区分ともに 

24 年度引上 

25 年度以降は据置 

（後期高齢者 所得割 3.10％   均等割  7,500円 

支援金分） 資産割 5.00％   平等割  7,400円 

（介護分）  所得割 2.90％   均等割  8,900円 

資産割 6.20％   平等割  7,200円 

 

⑪ ７年度 

保険税の状況 

（税率据置の場合） 

※高所得者が平均を押し上げている。 

 保険税額 対前年度 

医療分 
1人当たり額    63,085円 3,600円 

1世帯当たり額  89,836円 3,955円 

後期高齢者支援金

分 

1人当たり額    22,841円 1,430円 

1世帯当たり額  32,527円 1,615円 

計(医療分+支援金分) 
1人当たり額    85,926円 5,030円 

1世帯当たり額 122,363円 5,570円 

介護分 
1人当たり額    27,969円 1,219円 

1世帯当たり額  31,831円 1,433円 

合計(医療分+支援金

分+介護分) 

1人当たり額   113,265円 6,249円 

1世帯当たり額 154,194円 7,003円 

条例改正後の賦課

限度額の引き上げ

を含む。 

⑫県内九市保険者の

税率算定・国保事業運

営状況 

令和７年５月８日現在の見込みとなります。 

詳細はＰ15～Ｐ16をご参照ください。 
 

⑬主な改正事項等 日向市国保税条例の一部改正あり  
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〇 国保被保険者数 

 

人口減少、団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行や短時間労働者への社会保険適用拡大等に伴い、被

保険者数および世帯数は減少傾向が続いており、国保の規模が縮小していくことが見込まれている。 

団塊の世代の後期への移行は令和６年度で終了。 

※団塊の世代・・・昭和 22 年（1947 年）から昭和 24 年（1949 年）に生まれた世代。 

 

〇 医療費（費用額） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

全体 5,642,291,932円 5,761,143,171円 5,591,778,209円 5,571,687,155円 5,334,885,475円
 

○ 一人当たり医療費（費用額） 
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〇県内２６市町村国民健康保険一人当たり医療費 
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〇令和６年度国民健康保険事業特別会計(決算見込)総括表 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 積算根拠

693,650,386 10.08 661,087,435 10.01 △ 32,562,951 △ 4.69 20250409見込

247,102,322 3.59 237,912,100 3.60 △ 9,190,222 △ 3.72 20250409見込

89,857,279 1.31 86,099,553 1.30 △ 3,757,726 △ 4.18 20250409見込

34,264,421 0.50 29,457,866 0.45 △ 4,806,555 △ 14.03 20250409見込

11,912,695 0.17 10,309,857 0.16 △ 1,602,838 △ 13.45 20250409見込

6,875,476 0.10 5,922,648 0.09 △ 952,828 △ 13.86 20250409見込

1,083,662,579 15.75 1,030,789,460 15.61 △ 52,873,119 △ 4.88

0 0.00 0 0.00 0 － 20250409見込

0 0.00 0 0.00 0 － 20250409見込

0 0.00 0 0.00 0 － 20250409見込

30,049 0.00 0 0.00 △ 30,049 △ 100.00 20250409見込

10,642 0.00 0 0.00 △ 10,642 △ 100.00 20250409見込

15,647 0.00 2,147 0.00 △ 13,500 △ 86.28 20250409見込

56,338 0.00 2,147 0.00 △ 54,191 △ 96.19

1,083,718,917 15.75 1,030,791,607 15.61 △ 52,927,310 △ 4.88

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

804,300 0.01 821,500 0.01 17,200 2.14 20250409見込

14,000 0.00 0 0.00 △ 14,000 △ 100.00 確定額

0 0 0.00 0 － 確定額

21,000 0.00 2,074,000 0.03 2,053,000 確定額

153,000 0.00 0 0.00 △ 153,000 確定額

188,000 0.00 2,074,000 0.03 1,886,000 1,003.19

4,806,566,966 69.84 4,601,421,295 69.69 △ 205,145,671 △ 4.27 確定額

保 険 者 努 力 支 援 分 32,329,000 0.47 32,822,000 0.50 493,000 1.52 確定額

特 別 調 整 交 付 金 分 119,083,405 1.73 107,581,843 1.63 △ 11,501,562 △ 9.66 確定額

都 道 府 県 繰 入 金 33,565,000 0.49 29,986,000 0.45 △ 3,579,000 △ 10.66 確定額

特定健康診査等負担金 13,338,000 0.19 15,400,000 0.23 2,062,000 15.46 確定額

198,315,405 2.88 185,789,843 2.81 △ 12,525,562 △ 6.32

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

5,004,882,371 72.72 4,787,211,138 72.50 △ 217,671,233 △ 4.35

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

120,260 0.00 300,590 0.00 180,330 149.95 確定額

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

保 険 税 軽 減 分 259,125,220 3.77 243,955,750 3.69 △ 15,169,470 △ 5.85 確定額

保 険 者 支 援 分 135,124,889 1.96 128,852,012 1.95 △ 6,272,877 △ 4.64 確定額

小　計 394,250,109 5.73 372,807,762 5.65 △ 21,442,347 △ 5.44

91,720,213 1.33 99,618,000 1.51 7,897,787 8.61 確定額

10,158,700 0.15 4,984,000 0.08 △ 5,174,700 △ 50.94 確定額

100,732,000 1.46 99,978,000 1.51 △ 754,000 △ 0.75 確定額

2,268,861 0.03 2,207,261 0.03 △ 61,600 △ 2.72 確定額

128,940 0.00 262,345 0.00 133,405 皆増 確定額

599,258,823 8.71 579,857,368 8.78 △ 19,401,455 △ 3.24

100,000,000 1.45 120,000,000 1.82 20,000,000 － 確定額

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

699,258,823 10.16 699,857,368 10.60 598,545 0.09

76,133,399 1.11 67,264,012 1.02 △ 8,869,387 △ 11.65 確定額

17,343,730 0.25 14,763,134 0.22 △ 2,580,596 △ 14.88 20250415見込

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

6,882,449,800 100.00 6,603,083,349 100.00 △ 279,366,451 △ 4.06歳　入　合　計

計

繰 越 金

諸 収 入

市 町 村 債

小　計

基 金 繰 入 金

直 営 診 療 施 設 勘 定 繰 入 金

未 就 学 児 均 等 割 繰 入 金

産 前 産 後 保 険 料 繰 入 金

出 産 育 児 一 時 金 等

財 政 安 定 化 支 援 事 業

職 員 給 与 費 等 ( 総 務 費 )

寄 付 金

繰
入
金

一般 会計
繰 入 金

保 険 基 盤 安 定

連 合 会 負 担 金

財 産 収 入

そ の 他 補 助 金

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金

計

都
道
府
県
支
出
金

都道 府県
補 助 金

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

小　計

使 用 料 及 び 手 数 料

国庫支出金

災 害 臨 時 特 例 補 助 金

国 保 制 度 関 係 業 務 事 業 補 助 金

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

健康保険組合等出産育児一時金臨時補助金

計

介 護 納 付 金 滞 納 繰 越 分

小　計

計

一 部 負 担 金

分 担 金 及 び 負 担 金

介 護 納 付 金 現 年 分

医 療 給 付 費 滞 納 繰 越 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 滞 納 繰 越 分

小　計

退 職 分

医 療 給 付 費 現 年 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 現 年 分

医 療 給 付 費 滞 納 繰 越 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 滞 納 繰 越 分

介 護 納 付 金 滞 納 繰 越 分

介 護 納 付 金 現 年 分

国
民
健
康
保
険
税

一 般 分

医 療 給 付 費 現 年 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 現 年 分

科　　　　　目
令和5年度 令和6年度

【　歳　入　】 （単位：円・％）
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決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 積算根拠

97,462,912 1.44 101,004,157 1.56 3,541,245 3.63 20250428現在

31,307,027 0.46 35,095,135 0.54 3,788,108 12.10 20250428現在

211,196 0.00 174,924 0.00 △ 36,272 △ 17.17 確定額

128,981,135 1.91 136,274,216 2.10 7,293,081 5.65

一 般 分 4,109,754,426 60.92 3,918,590,775 60.52 △ 191,163,651 △ 4.65 確定額

退 職 分 0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

小　計 4,109,754,426 60.92 3,918,590,775 60.52 △ 191,163,651 △ 4.65

一 般 分 31,836,522 0.47 31,024,906 0.48 △ 811,616 △ 2.55 確定額

退 職 分 0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

小　計 31,836,522 0.47 31,024,906 0.48 △ 811,616 △ 2.55

4,141,590,948 61.39 3,949,615,681 60.99 △ 191,975,267 △ 4.64

10,875,673 0.16 11,428,679 0.18 553,006 5.08 確定額

一 般 分 665,153,885 9.86 651,812,420 10.07 △ 13,341,465 △ 2.01 確定額

退 職 分 0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

一 般 介 護 合 算 分 235,717 0.00 207,133 0.00 △ 28,584 皆増 確定額

退 職 介 護 合 算 分 0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

小　計 665,389,602 9.86 652,019,553 10.07 △ 13,370,049 △ 2.01

一 般 分 0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

退 職 分 0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

小　計 0 0.00 0 0.00 0

15,238,050 0.23 7,476,000 0.12 △ 7,762,050 △ 50.94 確定額

2,420,000 0.04 1,840,000 0.03 △ 580,000 △ 23.97 確定額

0 0.00 0 0.00 0 皆減 確定額

4,835,514,273 71.68 4,622,379,913 71.38 △ 213,134,360 △ 4.41

一 般 分 1,199,418,129 17.78 1,144,248,072 17.67 △ 55,170,057 △ 4.60 確定額

退 職 分 119,144 0.00 0 0.00 △ 119,144 △ 100.00 確定額

小　計 1,199,537,273 17.78 1,144,248,072 17.67 △ 55,289,201 △ 4.61

一 般 分 374,377,296 5.55 370,863,894 5.73 △ 3,513,402 △ 0.94 確定額

退 職 分 16,000 0.00 0 0.00 △ 16,000 皆増 確定額

小　計 374,393,296 5.55 370,863,894 5.73 △ 3,529,402 △ 0.94

124,694,010 1.85 117,941,304 1.82 △ 6,752,706 △ 5.42 確定額

1,698,624,579 25.18 1,633,053,270 25.22 △ 65,571,309 △ 3.86

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

0 0.00 0 0.00 0 確定額

37,466,951 0.56 40,512,108 0.63 3,045,157 8.13 20250428現在

4,227,392 0.06 4,169,207 0.06 △ 58,185 △ 1.38 20250428現在

3,347,327 0.05 2,498,679 0.04 △ 848,648 △ 25.35 20250428現在

4,662,470 0.07 4,182,972 0.06 △ 479,498 △ 10.28 確定額

1,164,441 0.02 0 0.00 △ 1,164,441 皆増 確定額

14,309,590 0.21 18,046,813 0.28 3,737,223 26.12 20250428現在

27,711,220 0.41 28,897,671 0.45 1,186,451 4.28

10,253,556 0.15 9,770,938 0.15 △ 482,618 △ 4.71 確定額

75,431,727 1.12 79,180,717 1.22 3,748,990 4.97

121,000 0.00 0 0.00 △ 121,000 △ 100.00 20250428現在

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

7,513,074 0.11 4,433,896 0.07 △ 3,079,178 △ 40.98 20250428現在

0 0.00 0 0.00 0 － 確定額

6,746,185,788 100.00 6,475,322,012 100.00 △ 270,863,776 △ 4.02

予備費

歳　出　合　計

積立金

公債費

諸支出金

特 別 総 合 保 健 事 業 費

計

医 療 費 適 正 化 対 策 費

小　計

保 健 対 策 費

高 額 療 養 費 貸 付 金

保
健
事
業
費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

保 健
事 業 費

保 健 衛 生 普 及 費

健 康 推 進 事 業 費

共同事業拠出金

財政安定化基金拠出金

介 護 納 付 金 分

計

傷 病 手 当 金

計

納
付
金
国
民
健
康
保
険
事
業
費

医 療 給 付 費 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

移送費

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 諸 費

高 額 療 養 費

計

審 査 支 払 手 数 料

療 養 費

計

保
険
給
付
費

療養 諸費

療 養 給 付 費

徴 税 費

運 営 協 議 会 費

総
務
費

総 務 管 理 費

（単位：円・％）

科　　　　　目
令和5年度 令和6年度

【　歳　出　】

 

 

歳入－歳出 127,761,337 円 

基金積立  64,000,000 円 

次年度繰越金  63,761,337 円 
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〇国民健康国民健康保険基金積立金の状況 

（単位：円）

H6 61,000,000 25,889,000 190,000,000 597,430,000

7 63,000,000 13,637,000 150,000,000 524,067,000

8 32,000,000 7,125,000 230,000,000 333,192,000

9 33,000,000 2,560,000 70,000,000 298,752,000

10 40,000,000 1,978,000 53,000,000 287,730,000

11 45,000,000 1,795,000 150,000,000 184,525,000

12 46,000,000 710,000 100,000,000 131,235,000

13 49,000,000 540,000 100,000,000 80,775,000

14 33,000,000 300,254,000 110,000,000 304,029,000

15 32,000,000 118,000 110,000,000 226,147,000

16 35,000,000 129,000 30,000,000 231,276,000

17 20,000,000 48,099,000 299,375,000

18 100,000,000 85,000 60,000,000 339,460,000

19 33,000,000 391,000 372,851,000

20 101,000,000 1,536,000 100,000,000 375,387,000

21 17,000,000 1,687,000 85,000,000 309,074,000

22 31,000,000 1,250,000 15,000,000 326,324,000

23 51,300,000 110,000 130,000,000 247,734,000

24 62,900,000 232,000 30,000,000 280,866,000

25 74,100,000 135,000 100,000,000 255,101,000

26 92,900,000 164,000 100,000,000 248,165,000

27 144,000,000 200,000 270,000,000 122,365,000

28 16,200,000 233,000 0 138,798,000

29 105,000,000 63,000 0 243,861,000

30 85,200,000 108,000 0 329,169,000

R元 82,200,000 57,000 0 411,426,000

2 10,000,000 127,000 201,000,000 220,553,000

3 24,000,000 125,000 0 244,678,000

4 76,000,000 79,000 0 320,757,000

5 77,000,000 121,000 100,000,000 297,878,000

6 69,000,000 301,000 120,000,000 247,179,000

7見込 64,000,000 見込 603,000 見込 0 見込 311,782,000

127,761,337

63,761,337

64,000,000

247,179,000

311,179,000 （剰余金積立後）

見込 311,782,000 （利子積立後）

基金積立額

前年度末（令和６年度末）基金保有額

令和６年度決算後の基金保有額

令和７年度末の基金保有額

【参考】

令和６年度決算剰余金額

令和７年度への繰越額

剰余金によるもの 予算によるもの
年度

積　　　立　　　金
取り崩し額 年度末残高
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〇県内九市基金保有状況 

順位

延岡市 108,889 124,066 1

都城市 86,145 94,507 2

日南市 76,275 87,750 3

えびの市 69,353 55,760 4

串間市 26,678 45,806 5

西都市 34,362 38,586 6

宮崎市 35,404 35,536 7

日向市 31,092 30,383 8

小林市 27,784 29,316 9

県平均 57,988 62,297

基金の保有状況

一人当たり基金保有額

令和４年度 令和５年度
令和５年度
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〇令和７年度国民健康保険事業特別会計 当初予算 総括表 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

746,242 10.71 767,037 11.44 20,795 2.79

234,642 3.40 222,416 3.32 △ 12,226 △ 5.21

71,627 1.12 72,107 1.08 480 0.67

30,437 0.42 27,073 0.40 △ 3,364 △ 11.05

9,166 0.15 9,508 0.14 342 3.73

5,330 0.09 5,029 0.08 △ 301 △ 5.65

1,097,444 15.89 1,103,170 16.46 5,726 0.52

1 0.00 18 0.00 17 1,700.00

1 0.00 6 0.00 5 500.00

1 0.00 7 0.00 6 600.00

3 0.00 31 0.00 28 933.33

1,097,447 15.89 1,103,201 16.46 5,754 0.52

4 0.00 3 0.00 △ 1 △ 25.00

2 0.00 2 0.00 0 0.00

1,037 0.02 913 0.01 △ 124 △ 11.96

1 0.00 1 0.00 0 0.00

0 1 0.00 1 皆増

1 0.00 2 0.00 1 100.00

5,024,971 72.57 4,821,383 71.93 △ 203,588 △ 4.05

保険者努力支援分 32,249 0.52 30,896 0.46 △ 1,353 △ 4.20

特別調整交付金分 99,610 1.56 109,786 1.64 10,176 10.22

都 道 府 県 繰 入 金 21,227 0.30 21,153 0.32 △ 74 △ 0.35

特定健康診査等負担金 12,208 0.18 13,436 0.20 1,228 10.06

小　計 165,294 2.56 175,271 2.61 9,977 6.04

1 0.00 1 0.00 0 0.00

1 0.00 1 0.00 0 0.00

5,190,267 75.13 4,996,656 74.54 △ 193,611 △ 3.73

1 0.00 1 0.00 0 0.00

155 0.00 606 0.01 451 290.97

1 0.00 1 0.00 0 0.00

保 険 税 軽 減 分 259,126 3.65 243,956 3.64 △ 15,170 △ 5.85

保 険 者 支 援 分 135,125 1.95 128,852 1.92 △ 6,273 △ 4.64

小　計 394,251 5.61 372,808 5.56 △ 21,443 △ 5.44

96,909 1.42 100,606 1.50 3,697 3.81

10,000 0.18 8,667 0.13 △ 1,333 △ 13.33

100,732 1.37 99,978 1.49 △ 754 △ 0.75

2,269 0.04 2,207 0.03 △ 62 △ 2.73

672 0.00 263 0.00 △ 409 △ 60.86

0 0.00 0 0.00 0 －

604,833 8.61 584,529 8.72 △ 20,304 △ 3.36

1 0.00 1 0.00 0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 －

604,834 8.61 584,530 8.72 △ 20,304 △ 3.36

1 0.00 1 0.00 0 0.00

24,249 0.35 17,083 0.25 △ 7,166 △ 29.55

1 0.00 1 0.00 0 0.00

6,918,000 100.00 6,703,000 100.00 △ 215,000 △ 3.11

市 町 村 債

歳　入　合　計

繰 越 金

諸 収 入

直 営 診 療 施 設 勘 定 繰 入 金

計

小　計

基 金 繰 入 金

未 就 学 児 均 等 割 分

産 前 産 後 保 険 料 分

そ の 他

出 産 育 児 一 時 金 等

財 政 安 定 化 支 援 事 業
繰
入
金

一般会計
繰入金

保 険 基 盤 安 定

職 員 給 与 費 等 ( 総 務 費 )

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金

計

連 合 会 負 担 金

財 産 収 入

寄 付 金

都 道 府 県
補 助 金

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

そ の 他 補 助 金

一 部 負 担 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国庫支出金

災 害 臨 時 特 例 補 助 金

社 会 保 障 - 税 番 号 制 度 シ ス テ ム 整 備 費 等 補 助 金

計

都
道
府
県
支
出
金

退 職 分

医 療 給 付 費 滞 納 繰 越 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 滞 納 繰 越 分

介 護 納 付 金 滞 納 繰 越 分

小　計

後 期 高 齢 者 支 援 金 滞 納 繰 越 分

介 護 納 付 金 滞 納 繰 越 分

小　計

計

介 護 納 付 金 現 年 分

医 療 給 付 費 滞 納 繰 越 分
国
民
健
康
保
険
税

一 般 分

医 療 給 付 費 現 年 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 現 年 分

科　　　　　目
令和６年度（当初） 令和７年度（当初）

【　歳　入　】 （単位：千円・％）
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

101,263 1.52 107,294 1.60 6,031 5.96

37,891 0.48 39,130 0.58 1,239 3.27

355 0.01 393 0.01 38 10.70

139,509 2.00 146,817 2.19 7,308 5.24

一 般 分 4,275,386 61.32 4,099,922 61.17 △ 175,464 △ 4.10

退 職 分 1 0.00 0 0.00 △ 1 皆減

小　計 4,275,387 61.32 4,099,922 61.17 △ 175,465 △ 4.10

一 般 分 32,228 0.59 36,938 0.55 4,710 14.61

退 職 分 1 0.00 0 0.00 △ 1 皆減

小　計 32,229 0.59 36,938 0.55 4,709 14.61

4,307,616 61.91 4,136,860 61.72 △ 170,756 △ 3.96

12,247 0.17 11,469 0.17 △ 778 △ 6.35

一 般 分 716,753 10.66 683,923 10.20 △ 32,830 △ 4.58

退 職 分 1 0.00 0 0.00 △ 1 皆減

一 般 介 護 合 算 分 500 0.01 500 0.01 0 0.00

退 職 介 護 合 算 分 1 0.00 0 0.00 △ 1 皆減

小　計 717,255 10.66 684,423 10.21 △ 32,832 △ 4.58

一 般 分 99 0.00 100 0.00 1 1.01

退 職 分 1 0.00 0 0.00 △ 1 皆減

小　計 100 0.00 100 0.00 0 0.00

15,000 0.26 13,000 0.19 △ 2,000 △ 13.33

2,580 0.04 2,900 0.04 320 12.40

50 0.01 20 0.00 △ 30 △ 60.00

5,054,848 73.05 4,848,772 72.34 △ 206,076 △ 4.08

一 般 分 1,157,799 16.72 1,166,764 17.41 8,965 0.77

退 職 分 54 0.00 0 0.00 △ 54 皆減

小　計 1,157,853 16.73 1,166,764 17.41 8,911 0.77

一 般 分 364,067 5.22 338,324 5.05 △ 25,743 △ 7.07

退 職 分 1 0.00 0 0.00 △ 1 皆減

小　計 364,068 5.22 338,324 5.05 △ 25,744 △ 7.07

111,136 1.74 109,686 1.64 △ 1,450 △ 1.30

1,633,057 23.68 1,614,774 24.09 △ 18,283 △ 1.12

1 0.00 0 0.00 △ 1 皆減

1 0.00 1 0.00 0 0.00

38,311 0.50 42,403 0.63 4,092 10.68

4,405 0.06 4,364 0.07 △ 41 △ 0.93

4,039 0.06 4,584 0.07 545 13.49

5,303 0.08 5,013 0.07 △ 290 △ 5.47

1 0.00 1 0.00 0 0.00

19,904 0.22 21,007 0.31 1,103 5.54

33,652 0.41 34,969 0.52 1,317 3.91

10,697 0.15 9,419 0.14 △ 1,278 △ 11.95

82,660 1.07 86,791 1.29 4,131 5.00

152 0.00 603 0.01 451 296.71

2 0.00 2 0.00 0 0.00

6,507 0.14 4,456 0.07 △ 2,051 △ 31.52

1,263 0.05 784 0.01 △ 479 △ 37.93

6,918,000 100.00 6,703,000 100.00 △ 215,000 △ 3.11歳　出　合　計

諸 支 出 金

予 備 費

積 立 金

公 債 費

特 別 総 合 保 健 事 業 費

計

医 療 費 適 正 化 対 策 費

小　計

健 康 推 進 事 業 費

保 健 対 策 費

高 額 療 養 費 貸 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保
健
事
業
費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

保 健
事 業 費

保 健 衛 生 普 及 費

介 護 納 付 金 分

計

共 同 事 業 拠 出 金

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 諸 費

傷 病 手 当 金

計

納

付

金

国

民

健

康

保

険

事

業

費

医 療 給 付 費 分

高 額 療 養 費

移 送 費

療 養 費

計

保
険
給
付
費

療 養 諸 費

療 養 給 付 費

審 査 支 払 手 数 料

運 営 協 議 会 費

計

総
務
費

総 務 管 理 費

徴 税 費

（単位：千円・％）

科　　　　　目
令和６年度（当初） 令和７年度（当初）

【　歳　出　】
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〇日向市国保被保険者の所得と固定資産の状況 

１)被保険者所得の状況
〔単位／人・％・円・世帯〕

所得額 伸率 所得額 伸率

3 13,719 △ 1.59 5,873,990,510 △ 2.02 428,165 △ 0.44 9,072 △ 0.17 647,486 △ 1.86

4 12,276 △ 10.52 5,606,372,762 △ 4.56 456,694 6.66 8,322 △ 8.27 673,681 4.05

5 12,434 1.29 5,474,151,907 △ 2.36 440,257 △ 3.60 8,490 2.02 644,776 △ 4.29

6 11,765 △ 5.38 5,296,604,144 △ 3.24 450,200 2.26 8,149 △ 4.02 649,970 0.81

7 11,176 △ 5.01 5,713,085,743 7.86 511,192 13.55 7,848 △ 3.69 727,967 12.00

※被保険者数･世帯数は、税率算定時の数値を使用

年度 被保険者数 伸率 課税標準額
1人当たり所得 １世帯当たり所得

世帯数 伸率伸率

 

２）被保険者固定資産の状況
〔単位／人・％・円・世帯〕

固定資産額 伸率 固定資産額 伸率

3 340,885,675 △ 3.61 24,848 △ 2.05 9,072 △ 0.17 37,576 △ 3.45

4 302,058,775 △ 11.39 24,606 △ 0.97 8,322 △ 8.27 36,296 △ 3.40

5 315,211,343 4.35 25,351 3.03 8,490 2.02 37,127 2.29

6 304,248,230 △ 3.48 25,860 2.01 8,149 △ 4.02 37,336 0.56

7 294,917,918 △ 3.07 26,389 2.04 7,848 △ 3.69 37,579 0.65

年度 課税標準額 伸率
1人当たり固定資産

世帯数 伸率
１世帯当たり固定資産

 

 

〇令和７年度の保険税率の試算（国保標準システム） 

 

調定額 × 収納率 95.27％（行革大綱目標値）＝ 収納見込額 10 億 734 万 9,025 円 

収納見込額 10 億 734 万 9,025 円 － 保険税必要額 12 億 4,935万 6,150 円 ＝ △2億 4,200万 7,125 円 

 

※ 保険税の必要額は宮崎県が示す標準保険料率の積算資料に基づく 

 

不足額は繰越金と国民健康保険基金の取崩にて対応となる見込 

 

■ 令和７年度税率(案）＜税率据え置き＞ 

区分 所得割 資産割 均等割 平等割 

医療分（賦課限度額 66万円） 8.60    11.00  21,600  21,600  

支援分（賦課限度額 26万円） 3.10  5.00  7,500  7,400  

介護分（賦課限度額 17万円） 2.90  6.20  8,900  7,200  

 

※ 賦課限度額については、令和７年度から医療分が 65万円から 66万円へ、支援分の限度額が 24万円から 26

万円へと引き上げとなり、合計 109万円となります。 
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〇日向市国民健康保険税の税率の推移 

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割

6 5.93 15.00 20,700 20,900

7 5.99 15.00 21,300 21,500

8 6.45 15.00 22,500 22,700

9 6.45 15.00 22,900 23,100

10 6.65 15.00 24,000 23,800

11 6.65 15.00 24,000 23,800

12 6.65 15.00 24,000 23,800 0.72 2.50 5,000 3,200

13 7.70 15.00 24,400 24,100 0.98 3.35 5,600 3,600

14 7.70 15.00 24,400 24,100 0.98 3.35 5,600 3,600

15 7.70 15.00 24,400 24,100 0.98 3.35 5,600 3,600

16 8.95 15.00 24,900 24,900 1.89 4.60 6,900 5,900

17 8.95 15.00 24,900 24,900 1.89 4.60 6,900 5,900

18 8.95 15.00 24,900 24,900 2.18 5.80 8,400 7,000

19 8.95 15.00 24,900 24,900 2.18 5.80 8,400 7,000

20 6.25 10.45 17,600 17,600 2.70 4.55 7,300 7,300 2.18 5.80 8,400 7,000

21 6.25 10.45 17,600 17,600 2.70 4.55 7,300 7,300 2.18 5.80 8,400 7,000

22 7.95 10.50 19,400 19,400 2.70 4.50 7,200 7,400 2.82 6.00 8,600 7,200

23 7.95 10.50 19,400 19,400 2.70 4.50 7,200 7,400 2.82 6.00 8,600 7,200

24 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

25 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

26 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

27 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

28 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

29 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

30 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

R元 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

2 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

3 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

4 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

5 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

6 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

7 8.60 11.00 21,600 21,600 3.10 5.00 7,500 7,400 2.90 6.20 8,900 7,200

支援金等分 介護分

（単位：円）

年度
医療分
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〇県内九市の国民健康保険税賦課状況 

所得割 資産割 均等割 平等割 改定 所得割 資産割 均等割 平等割 改定 所得割 資産割 均等割 平等割 改定

3 8.70 － 27,000 19,800 据置 3.00 － 9,100 6,600 据置 2.20 － 9,100 5,000 据置

4 8.70 － 27,000 19,800 据置 3.00 － 9,100 6,600 据置 2.20 － 9,100 5,000 据置 6月 10期

5 8.70 － 27,000 19,800 据置 3.00 － 9,100 6,600 据置 2.20 － 9,100 5,000 据置

6 8.70 － 27,000 19,800 据置 3.00 － 9,100 6,600 据置 2.20 － 9,100 5,000 据置

7 8.70 － 27,000 19,800 据置 3.00 － 9,100 6,600 据置 2.20 － 9,100 5,000 据置

3 11.40 21.60 26,300 25,600 据置 2.05 4.30 5,000 4,800 据置 2.70 4.30 7,800 6,200 据置

4 11.40 21.60 26,300 25,600 据置 2.05 4.30 5,000 4,800 据置 2.70 4.30 7,800 6,200 据置 6月 10期

5 11.40 21.60 26,300 25,600 据置 2.05 4.30 5,000 4,800 据置 2.70 4.30 7,800 6,200 据置

6 11.40 21.60 26,300 25,600 据置 2.05 4.30 5,000 4,800 据置 2.70 4.30 7,800 6,200 据置

7 11.40 21.60 26,300 25,600 据置 2.05 4.30 5,000 4,800 据置 2.70 4.30 7,800 6,200 据置

3 8.45 15.50 22,800 22,800 据置 2.80 3.00 7,200 7,200 据置 2.80 － 13,200 － 据置

4 8.45 15.50 22,800 22,800 据置 2.80 3.00 7,200 7,200 据置 2.80 － 13,200 － 据置 7月 ８期

5 8.45 15.50 22,800 22,800 据置 2.80 3.00 7,200 7,200 据置 2.80 － 13,200 － 据置

6 8.45 15.50 22,800 22,800 据置 2.80 3.00 7,200 7,200 据置 2.80 － 13,200 － 据置

7 8.45 15.50 22,800 22,800 据置 2.80 3.00 7,200 7,200 据置 2.80 － 13,200 － 据置

3 9.95 23.00 27,800 21,800 据置 2.50 5.60 6,800 5,000 据置 2.80 6.80 9,200 5,000 据置

4 9.95 23.00 27,800 21,800 据置 2.50 5.60 6,800 5,000 据置 2.80 6.80 9,200 5,000 据置 6月 10期

5 9.95 23.00 27,800 21,800 据置 2.50 5.60 6,800 5,000 据置 2.80 6.80 9,200 5,000 据置

6 9.95 23.00 27,800 21,800 据置 2.50 5.60 6,800 5,000 据置 2.80 6.80 9,200 5,000 据置

7 9.95 23.00 27,800 21,800 据置 2.50 5.60 6,800 5,000 据置 2.80 6.80 9,200 5,000 据置

3 9.67 11.58 23,300 23,100 据置 3.34 2.89 7,000 7,300 据置 2.64 3.00 7,600 6,100 据置

4 9.67 11.58 23,300 23,100 据置 3.34 2.89 7,000 7,300 据置 2.64 3.00 7,600 6,100 据置 7月 ８期

5 9.67 11.58 23,300 23,100 据置 3.34 2.89 7,000 7,300 据置 2.64 3.00 7,600 6,100 据置

6 11.71 11.58 26,800 26,100 引上 3.87 2.89 7,700 7,900 引上 2.92 3.00 7,600 6,100 引上

7 11.71 11.58 26,800 26,100 据置 3.87 2.89 7,700 7,900 据置 2.92 3.00 7,600 6,100 据置

3 9.50 25.60 26,000 25,000 据置 2.20 7.00 6,300 6,000 据置 2.50 8.30 8,800 6,100 据置

4 9.50 25.60 26,000 25,000 据置 2.20 7.00 6,300 6,000 据置 2.50 8.30 8,800 6,100 据置 7月 ８期

5 9.50 25.60 26,000 25,000 据置 2.20 7.00 6,300 6,000 据置 2.50 8.30 8,800 6,100 据置

6 9.50 25.60 26,000 25,000 据置 2.20 7.00 6,300 6,000 据置 2.50 8.30 8,800 6,100 据置

7 9.50 19.20 26,500 25,000 引上 2.20 5.25 6,300 6,000 引下 2.50 6.23 8,800 6,100 引下

3 8.50 － 26,600 25,500 据置 3.10 － 9,700 9,600 据置 1.83 － 9,600 6,600 据置

4 8.50 － 26,600 25,500 据置 3.10 － 9,700 9,600 据置 1.83 － 9,600 6,600 据置 7月 ８期

5 8.50 － 26,600 25,500 据置 3.10 － 9,700 9,600 据置 1.83 － 9,600 6,600 据置

6 8.50 － 26,600 25,500 据置 3.10 － 9,700 9,600 据置 1.83 － 9,600 6,600 据置

7 8.50 － 26,600 25,500 据置 3.10 － 9,700 9,600 据置 1.83 － 9,600 6,600 据置

3 9.28 21.00 25,000 22,400 据置 2.60 6.00 7,200 6,100 据置 2.50 7.57 8,500 6,100 据置

4 9.28 21.00 25,000 22,400 据置 2.60 6.00 7,200 6,100 据置 2.50 7.57 8,500 6,100 据置 7月 ８期

5 9.28 21.00 25,000 22,400 据置 2.60 6.00 7,200 6,100 据置 2.50 7.57 8,500 6,100 据置

6 9.74 21.00 26,800 22,400 引上 2.84 6.00 8,200 6,100 引上 2.50 7.57 8,800 6,100 引上

7 9.74 21.00 26,800 22,400 据置 2.84 6.00 8,200 6,100 据置 2.50 7.57 8,800 6,100 据置

3 8.60 11.00 21,600 21,600 据置 3.10 5.00 7,500 7,400 据置 2.90 6.20 8,900 7,200 据置

4 8.60 11.00 21,600 21,600 据置 3.10 5.00 7,500 7,400 据置 2.90 6.20 8,900 7,200 据置 6月 10期

5 8.60 11.00 21,600 21,600 据置 3.10 5.00 7,500 7,400 据置 2.90 6.20 8,900 7,200 据置

6 8.60 11.00 21,600 21,600 据置 3.10 5.00 7,500 7,400 据置 2.90 6.20 8,900 7,200 据置

7 8.60 11.00 21,600 21,600 据置 3.10 5.00 7,500 7,400 据置 2.90 6.20 8,900 7,200 据置

※ 令和７年度は各市とも予定での税率

西都市

30年度に資産割を廃止し、

税率調整を行ったが、R元

年度に医療分と後期分を引

き上げ、介護分を引き下げ

た。

えびの市

28年度引上げて以降据

置。

R6年度引上げ。

日向市

24年度引き上げて以降据

置。

日南市

27・28年度に基金を全額投

入しながらも据置。

小林市

27年度引き上げて以降据

置。

R6年度引上げ。

串間市

27年度に医療分のみ引き

上げて以降据置。

7年度

医療分均等割引き上げ

資産割引き下げ

宮崎市

R2年度は医療分を引き上

げ、後期分と介護分は実質

引き下げ（一人世帯は変わ

らず）。

都城市

24年度以降据置。

延岡市

27年度に基金を全額投入して医療分

と後期分を引き上げて以降据置。

賦課限度額

医療分　58万円

支援分　19万円

介護分　16万円

区分 年度
医　　　療　　　分 後期高齢者支援金等　　　分 介　　　護　　　分

賦課月 期 備考
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〇県内保険税水準の統一について 

統一へ向けた県内８市の状況等（令和７年５月８日調査時点） 

自治体名 ６年度税率 ７年度税率 賦課方式 
４方式⇒３方式への 

移行時期 
その他特記事項 

宮崎市 据置 据置 ３方式 不明  

都城市 据置 据置 ４方式 協議中  

延岡市 据置 据置予定 ４方式 協議中  ※介護納付金分は２方式 

小林市 引上げ 据置予定 ４方式 協議中  

日南市 据置 据置予定 ４方式 協議中  

串間市 据置 
資産税割 1/4引下 

医療分均等割 500円引上 
４方式 移行中  

えびの市 引上げ 据置予定 ４方式 協議中  

西都市 据置 据置予定 ３方式 平成 30年度から移行済  

参考【保険税の算定方式】 

種類 賦課の方法 ４方式 ３方式 ２方式 

応益分 

(受益に応じて等しく賦課) 

均等割 世帯に属する被保険者数に応じて賦課 ○ ○ ○ 

平等割 世帯ごとに賦課 ○ ○  

応能分 

（負担能力に応じて賦課） 

所得割 世帯に属する被保険者の所得に応じて賦課 ○ ○ ○ 

資産割 
世帯に属する被保険者の固定資産税に応じ

て賦課 
○   
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〇子ども・子育て支援金制度について 

令和８年度から徴収が開始される子ども・子育て支援金制度について、支援納付金の算定に当たって必要となる諸

係数や賦課限度額等の政令は、来年１月から３月に正式な告示が発出される予定。 

 

（参考） 

 
 

 

〇マイナ保険証の利用状況について 

● マイナンバーカードの保有率（４月末） 

本市  ８２.０％   宮崎県 ８４.２％  全国  ７８.４％ 

 

● 本市の国民健康保険における 

マイナ保険証登録率（２月末） 

７４.３０％ 

マイナ保険証利用率（２月末） 

   ２３.５０％ （県内市町村２５位） 県平均 ２９.２４％ 

 

● 本市の後期高齢者医療における 

マイナ保険証登録率（１月末） 

７４.０１％ 県平均 ７３.４４％ 

マイナ保険証利用率（１月末） 

   ３１.６８％ （県内市町村１９位） 県平均 ３４.６４％ 

 

 

 

 

18



関係法令 

◇国民健康保険法（抜粋） 

第 11 条 国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議するため、市町村に国民健康保険運

営協議会を置く。 

２ 前項に規定するもののほか、国民健康保険運営協議会に関して必要な事項は、政令で定める。 

 

◇国民健康保険法施行令（抜粋） 

(国民健康保険事業の運営に関する協議会の組織) 

第３条 第１～２項 略 

３ 法第十一条第二項に定める協議会(以下この条において「市町村協議会」という。)は、被保

険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員及び公益を代表する委員各同数を

もつて組織する。 

４ 市町村協議会は、被保険者を代表する委員の数以内の数の被用者保険等保険者を代表する委

員を加えて組織することができる。 

５ 都道府県協議会及び市町村協議会(次条及び第五条第一項において「協議会」という。)の委

員の定数は、条例で定める。 

(委員の任期) 

第４条 協議会の委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

(会長) 

第５条 協議会に、会長一人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙する。 

２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を代行する。 

 

◇国民健康保険法施行事務の取扱いについて（抜粋） 

昭和 34年１月 27日付厚生省保険局長通知 

第４ 市町村の運営に関する事項 

（国民健康保険運営協議会） 

３ 法第 11 条に規定する国民健康保険事業に関する重要事項とは、一部負担金の負担割合、保

険料の賦課方法、給付期間、保険給付の種類及び内容の変更並びに保健施設の実施大綱の策定

等のことであり、直営診療施設の設置は当然同条の重要事項に該当するものであること。 

  なお、国民健康保険運営協議会の組織については、被保険者を代表する委員、国民健康保

険医又は薬剤師を代表する委員及び公益を代表する委員各同数をもって組織することとし、

現実に委員を何名とするかは、各市町村の実情により決定すべきものであること（法第 11条、

令第３条・第５条） 

◇日向市国民健康保険条例（抜粋） 

昭和34年６月４日条例第８号 

第１章 市が行う国民健康保険 

(市が行う国民健康保険) 

第１条 市が行う国民健康保険については、法令に定めがあるもののほか、この条例の定めると

ころによる。 
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第２章 国民健康保険運営協議会 

(国民健康保険運営協議会の委員の定数) 

第２条 国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)の委員の定数は、次のとおりとする。 

(１) 被保険者を代表する委員 ４人 

(２) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ４人 

(３) 公益を代表する委員 ４人 

(規則への委任) 

第３条 前条に定めるもののほか、協議会に関して必要な事項は、規則で定める。 

 

 

◇日向市国民健康保険運営協議会規則（抜粋） 

                         昭和34年７月30日規則第９号 

(趣旨) 

第１条 日向市国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)に関しては法令又は日向市国

民健康保険条例(昭和34年条例第８号)に定めるもののほかこの規則の定めるところによる。 

(権限) 

第２条 協議会は、国民健康保険事業の運営に関する重要事項について市長の諮問に応ずるとと

もに必要があるときは市長に意見を述べることができる。 

２ 協議会は、被保険者その他の利害関係者から国民健康保険に関する意見の申立があつたとき

は、これに意見を付して市長に提出することができる。 

(委員の任命) 

第３条 協議会の委員は、市長が委嘱する。 

(招集) 

第４条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

(定足数) 

第５条 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

２ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところによる。 

(報告) 

第６条 会長は、協議会の会議を開いたときは、その結果をすみやかに市長に報告しなければな

らない。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和34年４月１日から適用する。 

 

◇日向市国民健康保険基金条例 

昭和39年６月30日条例第23号 

(設置) 

第１条 国民健康保険事業の円滑な運営を図るため、日向市国民健康保険基金(以下「基金」とい

う。)を設置する。 

(積立て) 

第２条 基金として積み立てる金額は、毎年度当該年度の日向市国民健康保険事業特別会計(以下

「特別会計」という。)の剰余金の２分の１に相当する額とする。 
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(管理) 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金、その他最も確実かつ有利な方法により保管し

なければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。 

(運用益金の処理) 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、歳入歳出予算に計上し、基金に編入する。 

(繰替運用) 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定め

て基金に属する現金を歳計現金に繰替えて運用することができる。 

(処分) 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、基金の全部又は一部を特別会計の

歳入歳出予算に計上して処分することができる。 

(１) 保健事業の費用に充てる場合 

(２) 国民健康保険税の大幅な税率の引上げを緩和する等国民健康保険税の水準について適切な

見直しを行う場合 

(３) 国民健康保険税の賦課割合の平準化及び限度額引上げを実施する際の激変緩和を図る場合 

(４) 特別会計において歳入不足が見込まれる場合 

(委任) 

第７条 この条例に定めるものを除くほか、基金の管理に関し、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行前準備金に属していた現金、債権及び有価証券等については、この 

基金に属する基金とする。 

３ 日向市国民健康保険条例(昭和34年日向市条例第８号)の一部を次のように改正する。 

第14条から第17条までを次のように改める。 

第14条から第17条まで 削除 

附 則(平成２年６月25日条例第15号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成14年６月19日条例第19号) 

(施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

(日向市健康づくり振興基金条例の廃止) 

２ 日向市健康づくり振興基金条例(平成５年日向市条例第２号)は、廃止する。 

附 則(平成20年２月28日条例第５号) 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、平成21年４月１日か

ら施行する。 

附 則(令和元年９月24日条例第54号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(令和６年２月27日条例第４号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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日向市国民健康保険運営協議会委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 氏    名  

被保険者代

表 

梅 野 美和子  

髙 橋 亜紀子  

稲 田 利 文  

橋 口 昭太郎  

保険医 

代表 

甲 斐 史 朗 市郡医師会 理事 

新 名 克 彦 市郡医師会 理事 

大 川 浩 史 市・郡歯科医師会 専務理事 

石 﨑 美代子 市・郡薬剤師会 理事 

公益代表 

鈴 木 道 雄 学識経験者 

治 田 里 美 社会福祉協議会 

野 口   洋 日向市商工会議所 

竹 田 裕見子 日向市民生委員・児童委員 
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日向市国民健康保険関係職員名簿 

（令和７年４月１日現在） 

部・課名等 役 職 名 氏  名 

市民環境部 部 長 歌 津 京 子 

国民健康保険課 

課 長 川 越 康 幸 

課長補佐兼 

国民健康保険係長 
宮 内 志 穂 

国民健康保険係 有 馬 未 来 

保険税係長 加 那 屋 宏 美 

保険税係 松 本 拓 也 

（健康長寿部） 

健康増進課 

課 長 治 田 健 吾 

課長補佐兼 

健康づくり係長 
黒 木 照 代 

健康づくり係主査 矢 野 架 衣 

※国保運営協議会に出席する職員のみ掲載。 
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